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今年６月にはPOSSEの総会を実施し、日々取り組んでいる
労働相談、生活相談、移民労働者からの相談の報告をおこ
ないました。移民労働者からは、労災の相談が増えてお
り、労働組合での会社への責任追及の取り組みもおこなっ
ています。

また、最近では貧困問題に取り組む学生たちが主体とな
り、若者のホームレス化や劣悪な施設収容の問題を提起
し、記者会見をおこないました。社会的な注目も集めてい
ます。

今年７月、長年仙台POSSEで支援をおこなってきた旧優生
保護法の最高裁判決で勝訴を勝ち取りました。強制不妊手
術をおこなった国の責任を初めて問う裁判を仙台地裁から
提起したものです。こちらの報告も今号に載せています。

日々このような実践に取り組んでいけるのは、皆様のご寄
付やご支援があるがゆえです。今後とも、ぜひご協力いた
だければ幸いです。

会員のみなさまへ

2024年8月　NPO法人POSSE 事務局
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◆労働相談件数

POSSE総会報告①ー労働相談報告ー

労働相談班

◆相談内容

　2023 年度、NPO 法人 POSSE に寄せら
れた労働相談（生活相談、外国人相談を
除く）は、409 件でした。電話での相談
は 138 件、メールでの相談は 31 件、
Google フォームでの相談は 240 件でし
た。

　相談内容別（複数回答）に見ると、
「パワハラ」に関する相談が最も多く、
「賃金」がこれに続きます。

◆雇用形態

　雇用形態別では、正社員からの相談が
最も多く、65.1％を占めました。契約社
員・派遣社員・パート・アルバイトを合
計した非正規雇用の割合は 29.3％でし
た。

◆年齢別

　今年度は、30 代からの相談が最も多く
寄せられました。

◆性別相談件数

◆産業別相談件数
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POSSE総会報告②ー若者のホームレ
ス化の実態が明らかにー

生活相談班

◆広義のホームレス化の広がり

　2023年度、POSSEには589件の生活相
談が寄せられました。そのうち、304件
が10〜30代の若年層から寄せられた相談
でした。今年度は、若年層から寄せられ
た相談を抽出して集計・分析を行いまし
た。以下では、集計から見えた重要な論
点を簡潔に報告します。

◆若者のホームレス化の背景　雇用は不
安定だが、家族にも頼れない

　POSSEに昨年度寄せられた10-30代の
相談304件のうち、139件と半数近くが、
ネットカフェなどの商業施設で寝泊まり
している・実家でDVを受けており安心し
て居られない、家賃滞納のため退去を求
められている、一時的な避難のために施
設に滞在しているなど、安心して住める
家のない「広義のホームレス状態」にあ
りました。

　若年層の「ホームレス化」の背景に
は、「雇用にも家族にも頼れない」とい
う現状があります。非正規雇用や「ブラ
ック企業」の広がりによって、就労によ
って自立することが困難です。その一方
で家族からのDVがある場合、安心して実
家に留まることもできないという状況の
中で、若者たちはホームレス状態に陥っ
ています。

◆行政の対応の問題点

　住居が不安定な若者が安心できる家を
確保するためには、生活保護の活用が不
可欠です。しかし、集計では福祉事務所
に行ったことのある相談者108人のうち
81人、75％もの人が何らかの違法行為や
問題行為を経験していました。「貧困ビ
ジネス」として問題にされることもある
劣悪な施設を案内されるなどの違法な窓
口対応によって、生活保護の利用が困難
になっている現状が見えてきます。
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　安心した家を持たない若者たちが生活
基盤を取り戻すには、生活保護の活用が
不可欠です。しかし、生活保護の窓口で
は、水際作戦や劣悪な施設への入所の強
要など、違法な対応が横行しており、生
活保護が受給できない、あるいは受給後
も権利が守られない事態が生じているこ
とがわかります。
　特に、近年は住居のない人に対して、
居候状態やネットカフェからの申請を認
めず、生活保護受給の条件として無料低
額宿泊所などの施設への入所を強要する
事例が多く見られます。今後も私たち
は、こうした対応を是正させるための申
請同行、記者会見等を通じた社会的な働
きかけを行っていく予定です。

・稼働能力を理由とした水際作戦

・扶養照会の誤った運用による水際作戦

・施設入所の事実上の「強制」による水
際作戦

・行政の紹介により施設に入所したが、
環境が劣悪
→施設入所の「強制」により生活保護の
利用を諦めざるを得ない背景には、行政
によって紹介される施設が非常に劣悪な
環境にある場合が多いことが挙げられま
す。

◆まとめ：ホームレス化の広がりと水際
作戦の横行



事務局

 　2023年度は、85件の外国人相談が
寄せられました。
　性別でみると、男性49人、女性25
人、不明11人でした。

◆増える移民労働者の労災
　特に労働災害に関する相談が増えてい
ます。全体的にみても外国人労働者の労
災事故は年々増加傾向にあり、全労働者
の千人率（1000人あたりの労災事故発生
件数）が2.36であるのに対して、外国人
労働者のそれは2.77、技能実習生に限る
と4.10、特定技能は4.31と極めて高頻度
で労災事故が起こっていることが明らか
になっています（厚生労働省　2023年度　
外国人労働者の労働災害発生状況）。そ
の背景には、最初から使い捨てを念頭に
置いて職場に配置しているがゆえに十分
な安全教育を講じていない場合や、仮に
事故が起きても民事的な補償の支払いを
拒否することで「コストカット」すると
いう労務管理戦略を企業側が講じている
ことがあげられます。
　例えば、埼玉県にある韓国のりを作る
食品製造工場で働いている20歳代のベト
ナム人女性技能実習生は、機械に手を挟
まれて、右手を切断する大怪我を負いま
した。機械には安全装置が設置されてお
らず、また機械の説明は日本語のみで行
われていたために事故が起こってしまい
ました。本人は４ヶ月間も入院し、今後
は義手を作る必要がありますが、会社は
「本人が勝手に手を入れた」と責任を否
定して、民事賠償の支払いを拒否してい
ます。
　すでに、2024年度は2023年度を上回
るペースでの相談が寄せられており、日
本で働く外国人労働者が毎年のように過
去最多を更新していくなかで、声を上げ
づらい移民労働者からの相談に対応し、
解決を目指していきます。

◆移民労働者からの相談の実態

　在留資格別でみると、技能実習生か
らの相談が41件と多数を占めました。

　出身国・地域別でみると、ベトナム出
身の相談者が多数を占めました。なお、
以下のグラフに反映されていないイギリ
ス、アメリカ、バングラデシュ、ニュー
ジーランド、パキスタン、ナイジェリ
ア、モンゴルからも1件ずつ相談が寄せ
られています（出身国不明が16件）。
なお、相談経路としては、そのほとんど
がSNS（Facebook）を通じて寄せられ
ました。

POSSE総会報告③ー増える移民労働
者からの労災の相談ー
労働相談班
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生活保護行政による劣悪施設への収
容問題について記者会見をおこない
ました
生活相談班

　今回の会見では、支援にあたっている
学生ボランティア等が、入所していた当
事者とともに、施設の環境や行政の対応
の問題点について提起しました。会見に
出席した当事者の男性（４０代）は、
「部屋に入った瞬間、安心していた気持
ちが青ざめた」「生活保護受給者にも命
があることを忘れずにいてもらいたい」
と訴えました。
　POSSEの学生ボランティアらは「この
ような劣悪な施設に申請者を案内するの
は、生存権の侵害だ」と訴えました。そ
の上で、施設への入所が条件化されてい
ることが、相談者に生活保護申請を諦め
させる「水際作戦」として機能してしま
っていることの問題点を指摘しました。
その上で、ネットカフェや居候状態での
申請を認めるとともに、アパート転宅を
全ての人に案内するよう求めました。

　7月29日、学生スタッフや当事者ら
が、厚生労働省において記者会見をおこ
ない、生活保護の窓口に訪れたホームレ
ス状態の人たちが劣悪な環境の施設に収
容されている実態を報告しました。

◆貧困者の劣悪施設への収容
　今年に入ってから、新宿区役所で生活
保護申請をした人が、環境が低劣な「ゲ
ストハウス」に入所させられるという事
案が２つ続きました。施設の環境は、個
室にエアコンがなく狭い、床にカビが生
えている、壁はタバコのヤニで変色、ネ
ズミが出たという張り紙がされていると
いったものです。
　これは決して珍しい相談ではありませ
ん。近年、私たちの相談窓口には、生活
保護を受ける際、行政によって劣悪な施
設を案内される人が増加しています。施
設の種別は、無料低額宿泊所（無低）
や、生活保護受給者を主なターゲットと
した「ゲストハウス」、簡易宿泊所など
の民間施設など様々です。

◆学生と当事者が生存権を奪う行政の実
態を問題提起
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POSSEで支援してきた旧優生保護法に
対する裁判が最高裁で勝訴を勝ち取りま
した
事務局

 　2024年7月3日、旧優生保護法に対
する国家賠償訴訟で、ついに最高裁判
所が国の責任を認めました。POSSEで
は、旧優生保護法のもとで強制不妊手
術を受けた当事者が、日本で初めての
国家賠償訴訟を仙台地裁にて提起して
以来、裁判傍聴支援や署名集めなど、
支援活動に携わってきました。
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 　今回の裁判提起のきっかけとなった
のは、生活相談会に当事者から寄せら
れたひとつの相談でした。そこで強制
不妊手術の実態を知り衝撃を受けた新
里弁護士は、日本弁護士連合会に人権
救済申し立てをおこないました。
　それまで同法のもとでの強制不妊手
術の実態は、大部分闇に葬り去られて
きました。その一つの大きな理由は、
違法行為から20年間が過ぎてしまえ
ば、損害賠償を請求する権利を失うと
いう民法上の規定（「除斥期間」と呼
ばれる）が適用されてきたことです。

◆一つの電話相談からはじまった、全国
初の強制不妊手術の責任を問う裁判

　多くの被害者が年若い頃に強制不妊手
術であることを知らされないままに手術
を受け、年を取ってからその事実を知る
ことが多いのですが、その時点で裁判を
提起しようとしても、この規定を理由に
多くの弁護士が裁判を諦めてきたので
す。そのため、強制不妊手術の実態が社
会化されることは少ない状況となってき
ました。今回の裁判提起は、こうした状
況を突破しようとするものでした。

◆全国的な社会運動へと発展、勝訴判決
を勝ち取る

　仙台から裁判を提起した当事者の姿を
見て、全国各地で多くの人々が裁判を起
こしはじめ、全国的な運動に発展してい
きました。最初の裁判提起は、仙台地裁
では敗訴であったものの、そこからさら
に運動のネットワークを広げるなかで、
今回ついに勝訴判決を勝ち取りました。
　一方で、日常生活において、障害者差
別や優生思想はいまだ根強く残っていま
す。今回の闘いに終わらせずに、不正義
の一つひとつに声を上げる闘いを積み重
ねていく必要があるでしょう。
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POSSEの活動はさまざまなメディアに取り上げられています。以下はその一部です。

・2024.07.29
東京新聞「生活保護を申請したら「カビとほこりだらけ」の部屋に…　NPO「行政がこ
んな施設に追い込むなんて」と批判」で、生活保護行政で案内される施設の問題につい
ての記者会見の様子が取り上げられました
・2024.07.29
AERA「「レジにイスを」要望したのは大学生 「座っててもいいじゃん」から始まっ
た“働く側”から声を上げる意味」に、今野晴貴代表理事のコメントが掲載されました
・2024.08.02
朝日新聞「若者の早期退職　「脱出」「相談」のススメ　労働相談から見える課題」
で、POSSEの坂倉昇平理事がコメントしています
・2024.08.06
ABEMA Times「“見えない若者のホームレス化”が急増！ 背景に「毒親」「低賃金」
「穴だらけの生活保護」か」で、POSSE理事の岩本菜々がコメントしています



活動をご支援ください！
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いただいたご寄付はこのような取り組みに使わせていただきます。

ご寄付の方法
銀行振込・郵便振替・クレジットカードにて受け付けております。

一口1,000円～（何口でもご寄付いただけます）

銀行振込
銀行名：みずほ銀行
支店名：経堂支店（736）
口座番号：普通・１０７５８７５
口座名義：特定非営利活動法人POSSE  
名義カナ：トクヒ）ポツセ

郵便振替
口座番号：００１６０－８－５３６７２２
口座名義：特定非営利活動法人POSSE
※本季報に挟み込まれている払込取扱票
　をご使用いただくと便利です。

※銀行振込にて寄付をご入金いただいた場合は、affairs@npoposse.jpまでご一報いただけますと幸い
です。
※クレジットカードによる寄付はホームページ（http://www.npoposse.jp/bokindeshiensuru）にて
受け付けております。

労働相談
　賃金未払い、解雇、退職強要、パワハラ・セクハラ、有給休暇、産休・育休
の取得、労災など、仕事に関する悩みや相談を無料で電話・メールにて受付け
ています。事務所近辺にお住まいの方には来所での相談も行っています。ボラ
ンティアスタッフが担当を持ち回り、年間1,000件以上の労働相談に対応してい
ます。
　ご寄付は相談対応用の電話料金やホットライン開催の宣伝費、相談者の方の
交通費、その他集計作業に必要な事務用品費などに使用させていただきます。

生活相談
　「生活に困窮し、所持金が底をつきそう」「収入が低いため奨学金の返済が
できず、困っている」といった生活にお困りの方からの相談を無料で電話・メ
ール・来所にて受け付けています。
　内容とご相談された方のご希望をお聞きしたうえで、雇用保険・奨学金・生
活保護・住宅制度など福祉制度の活用方法について情報提供を行うほか、申請
同行をはじめとする制度活用のサポートも行っています。
　ご寄付は相談対応用の電話料金や申請同行の際の交通費などに使用させてい
ただきます。

労働法教育
　　学校教育ではたらくことに関するルールを学ぶ機会はほとんどありませ
ん。そこで、具体的なケースを用いて、単なる知識ではなく使い方も含めた違
法状態に対処するための実践的な知識や解決策・相談窓口の提供を、全国の中
高生・大学生・教職員の方に行っています。
　ご寄付は全国へ出張授業を行うための交通費や労働法教育ハンドブックの印
刷代などに使用させていただきます。

労働相談

労働法教育



【ご注文方法】
書店以外でも下記の方法でご注文を承っております。
❶雑誌『POSSE』公式ホームページ
　http://www.npoposse.jp/magazine/
❷e-mail : magazine@npoposse.jp
❸Fax : 03-6699-9374

雑誌『POSSE』は、NPO法人POSSEが発行
している日本で唯一の若者による労働問題に
関する雑誌です。労働問題、貧困問題の現状
に着目したルポルタージュや現場で活動され
ている方へのインタビュー、研究者の方によ
る現状分析など、幅広い論考を掲載していま
す。

季報
2024年8月号

ＮＰＯ法人ＰＯＳＳＥ
〒155-0031　東京都世田谷区北沢4-17-15　
ローゼンハイム下北沢201号室
TEL ：03-6699-9375
FAX ：03-6699-9374
MAIL：affairs@npoposse.jp

【特集】若者の「退職ブーム」は本当なのか？──働き方改革／
キャリア形成／ブルシットジョブ

◆対談
「ブラック企業」から「ゆるい職場」の時代に変わったのか？
──職場を改善させる「退職」以外の方法とは
古屋星斗（リクルートワークス研究所主任研究員）×今野晴貴
（ＮＰＯ法人ＰＯＳＳＥ代表）

◆インタビュー
「退職代行サービス」の急増、若者の「早期退職」の背後で何が
起きているのか？
中村天江（連合総研主幹研究員）

◆インタビュー
子どもには大学進学よりも「手に職を」?!
──低所得層家族の教育戦略の変化
小澤浩明（東洋大学社会学部教授）

◆座談会
「もう働きたくない！」
──労働者が「脱出」するための運動を
竹信三恵子（ジャーナリスト／和光大学名誉教授）×今野晴貴
（ＮＰＯ法人ＰＯＳＳＥ代表）×渡辺寛人（ＮＰＯ法人ＰＯＳＳ
Ｅ事務局長／本誌編集長）×坂倉昇平（総合サポートユニオン執
行委員）

【単発】

◆対談
「エッセンシャルワーカー」という対抗言説を社会運動へ
──ドイツの飲食チェーンと日本の現状から考える戦略
田中洋子（筑波大学名誉教授）×今野晴貴（ＮＰＯ法人ＰＯＳＳ
Ｅ代表）

【連載】

◆困窮する移民・難民の生存権を求めて
第４回　困窮する移民・難民の支援マニュアル（上）──生活保
護を中心に
大澤優真（つくろい東京ファンド／北関東医療相談会）

◆スポーツとブラック企業
第18回　スポーツをいくらで楽しむのか問題
常見陽平（千葉商科大学准教授）

税込
1,540円

vol.57
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バックナンバーは
こちらからチェック！

[ポッセ]とは？


